
給与 R4 システム今回の変更点

旧バージョン（Ver17.3）からの変更内容や年末調整のポイントに
ついてご説明いたします。

➢ Ver.18.1システムの主な対応内容

➢ 年末調整のポイント

1

平成３０年版 Ver.18.1

◆データ変換後の注意点について
Ver.17で既に［年末調整計算］を実行済みであっても、Ver.18.1にデータ変換後は必ず
［年末調整］→［年末調整計算］を行ってください。［年末調整計算］を実行すると、
源泉徴収簿／従業員の選択画面で「年調計算」欄に「済」マークがつきます。
※ Ver.18.1にデータ変換直後は、「年調計算」欄はクリア（空白）されます。



● Ver.18.1 システムの主な対応内容

税制改正の概要

•配偶者控除・配偶者特別控除が変更されました。

•平成30年分は「給与所得者の保険料控除申告書」と「給与所得者の配偶者控除等申告書」の2種類の
様式とされました。

•平成30年分の源泉徴収簿、給与支払報告書（源泉徴収票）の様式が変更されました。

税制改正によるシステムの対応内容

•平成30年分の年末調整計算に対応しました。

•配偶者控除等申告書の設定画面を追加しました。

•平成30年分の源泉徴収簿、給与支払報告書（源泉徴収票）、平成31年分の扶養控除等異動申告書の
様式変更に対応しました。 他

汎用データフリーデザイン管理表のEXCEL出力、EXCEL受入に対応

•［Excel出力・受入］にフリーデザイン管理表のEXCEL出力、EXCEL受入機能を追加しました。
※フリーデザイン管理表の管理表タイプのうち、任意に作成した管理表のみ表示されます。

その他システムの対応内容

•支給控除一覧表 合計欄に処理人数の表示を追加しました。

•フリーデザイン管理表 管理表タイプ支給控除A・Bに処理人数の表示を追加しました。

•賃金台帳印刷時に「罫線あり」が選択できるようチェック項目を追加しました。 他
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●配偶者控除・配偶者特別控除の変更

 配偶者控除
配偶者控除の控除額について、居住者の合計所得金額に応じてそれぞれ次のとおりとされ、合計所得金額が1,000万
円を超える居住者については配偶者控除の適用はできないこととされています。

 配偶者特別控除
配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を38万円超123万円以下（改正前：38万円超76万円未満）とし、
その控除額は、配偶者の合計所得金額及び居住者の合計所得金額に応じてそれぞれ次のとおりとされました。なお、
改正前の制度と同様に、合計所得金額が1,000万円を超える居住者については、配偶者特別控除の適用はできないこ
ととされています。

給与 R4 システム 平成30年版 Ver.18.1 今回の変更点

3

税制改正の概要

配偶者の合計所得金額

居住者の合計所得金額

900万円以下
900万円超

950万円以下
950万円超

1,000万円以下

38万円超 85万円以下 38万円 26万円 13万円

85万円超 90万円以下 36万円 24万円 12万円

90万円超 95万円以下 31万円 21万円 11万円

95万円超 100万円以下 26万円 18万円 9万円

100万円超 105万円以下 21万円 14万円 7万円

105万円超 110万円以下 16万円 11万円 6万円

110万円超 115万円以下 11万円 8万円 4万円

115万円超 120万円以下 6万円 4万円 2万円

120万円超 123万円以下 3万円 2万円 1万円

123万超 0円 0円 0円

配偶者の合計所得金額
38万円以下

居住者の合計所得金額

900万円以下
900万円超

950万円以下
950万円超

1,000万円以下

控除対象配偶者 38万円 26万円 13万円

老人控除対象配偶者 48万円 32万円 16万円



●申告書等の様式変更

◎ 給与所得者の配偶者控除等申告書の改正
平成29年分の「給与所得者の配偶者特別控除申告書」が平成30年からは「給与所得者の配偶者控除等申告書」に改め
られました。これに伴い、平成29年分の「給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書」
（兼用様式）については、平成30年分は「給与所得者の保険料控除申告書」と「給与所得者の配偶者控除等申告書」
の2種類の様式とされました。
平成30年分の年末調整において、配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を受けるためには、「平成30年分給与所得
者の扶養控除等（異動）申告書」の「源泉控除対象配偶者」欄への記載の有無にかかわらず、「平成30年分給与所得
者の配偶者控除等申告書」を給与の支払者に提出する必要があります。

◎ 源泉徴収簿の様式変更
源泉徴収簿の⑮欄の「配偶者特別控除額」が「配偶者（特別）控除額」に改められました。
また、⑯欄の「配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額」が「扶養控除額、基礎控除
額及び障害者等の控除額の合計額」に改められました。
これらに伴い、配偶者控除額については、平成29年分の源泉徴収簿においては、⑯欄の「配偶者控除額、扶養控除額、
基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額」に含めて記載することになっていましたが、平成30年分の源泉徴収簿に
おいては、⑮欄の「配偶者（特別）控除額」に記載することとされました。

◎ 給与所得者の扶養控除等申告書等の様式変更
平成29年分の「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」や「従たる給与についての扶養控除等（異動）申告書につ
いては、「控除対象配偶者」を記載することになっていましたが、平成30年分の各様式については、「源泉控除対象
配偶者」を記載することとされました。

◎ 給与支払報告書（源泉徴収票）の様式変更
平成30年分以後の給与所得の源泉徴収票については、配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しにより、項目名・記載
内容が変更されました。
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税制改正の概要



●年末調整計算

● 年末調整計算

平成30年分の年末調整計算に対応しました。
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税制改正によるシステムの対応

平成31年途中で非居住者となった人や、死亡退職した人などが対象となる年の途中での年末調
整には対応されません。あらかじめご了承ください。
平成31年分の年調計算については、Ver.19.1で対応する予定です。

Ver.17で既に［年末調整計算］を実行済みであっても、Ver.18.1にデータ変換後は必ず、［年
末調整］→［年末調整計算］を行ってください。［年末調整計算］を実行すると、源泉徴収簿
／従業員の選択画面で「年調計算」欄に「済」マークがつきます。
※ Ver.18.1にデータ変換直後は、「年調計算」欄はクリア（空白）されます。



●年末調整計算
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税制改正によるシステムの対応

 配偶者区分の自動変更
年末調整計算時、計算結果によって配偶者区分を変更する必要がある場合は、次のメッセージを表示し、
配偶者区分を自動変更するよう対応しました。

【条件１】

【条件２】

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定

障害者区分 配偶者区分 所得

設定なし
源泉控除対象または
源泉控除対象外

従業員（給与所得者）の合計所得
金額(*)が1,000万円を超える場合

障害者区分 配偶者区分 所得

設定なし 源泉控除対象
従業員（給与所得者）の合計所得金
額(*)が900万円超～1,000万円以下の
場合

障害者または
特別障害者

源泉控除対象
従業員（給与所得者）の合計所得金
額(*)が1,000万円を超える場合

メッセージに「はい」を答えると、配偶者区分を「対象外（特別なし）」に変更します。

メッセージに「はい」を答えると、配偶者区分を「源泉控除対象外」に変更します。

対象の配偶者区分が上書（緑色）項目のときは変更できません。直接「家族情報・扶養控除等
異動申告書の設定」画面で配偶者区分を変更してください。



●扶養・保険料等控除申告書
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税制改正によるシステムの対応

 「扶養控除等異動申告書」の平成31年様式に対応しました。

➢給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

「源泉控除対象配偶者」欄の印刷条件を以下の通りに変更しました。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定

➢給与所得者の保険料控除申告書

Ver.17.30で印刷できなかった金額欄等の印刷に対応しました。

配偶者区分 年調計算 所得 印刷の有無

源泉控除対象

空白
配偶者の合計所得が85万円以下 印刷する

配偶者の合計所得が85万円超 印刷しない

済
済（変）

配偶者の合計所得が85万円以下かつ、
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が900万円以下

印刷する

上記以外 印刷しない

源泉控除対象外
対象外（特別なし）
空白

－ － 印刷しない

「年末調整／一覧入力」画面で保険料等、控除額等欄を
上書入力したことにより、「保険料控除申告書の設定」
画面の集計結果と一致しない場合は、合計額や控除額
欄に［上書入力］の文字が印刷されます。



●扶養・保険料等控除申告書
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税制改正によるシステムの対応

➢給与所得者の配偶者控除等申告書

Ver.17.30で印刷できなかった金額欄等の印刷に対応しました。
（［年末調整］タブ→ ［年末調整／一覧入力］から印刷した場合のみ）

「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者の合計所得」と「配偶者控除等申告書の設
定」画面の「配偶者の合計所得金額 (1)～(7)の合計額」が一致しない場合は、［金
額不一致］の文字を印刷します。

［年末調整］タブ→［扶養・保険料等控除申告書］から配偶者控除等申告書を印刷した場合は、
次ページの網掛けの箇所のみの印刷となります。年末調整入力前に従業員に配付し、金額等
を記載してもらう目的でご利用ください。

「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者の合計所得」の金額を印刷します。

Ver.18.10a 対応内容



 給与所得者の配偶者控除等申告書の印刷
［扶養・保険料等控除申告書］から印刷した場合は、次のピンクの網掛けの箇所のみ印刷されます。

– 「本人欄のみ」にチェックを入れて印刷した場合は、「あなたの氏名」など本人関係の項目だけが印刷されます。

●扶養・保険料等控除申告書
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「コード印字：する」を
選択すると印刷され
ます。

家族・扶養控除等異動申告書の設定画面の
配偶者の「住所又は居所」に入力があれば、
従業員の住所と一致しても印刷されます。

老人控除対象配偶者は印刷され
ません。

配偶者氏名は家族情報の設定
で入力があれば印刷されます。

「個人番号省略の印字」
にチェックを入れると印刷
されます。

税制改正によるシステムの対応

Ver.18.10a 対応内容



●年末調整／一覧入力

 年末調整／一覧入力
［保険料等申告書］ボタンを［保険料控除申告書］［配偶者控除等申告書］ボタンに変更し、保険料控除申告書、
配偶者控除等申告書をそれぞれの画面で入力できるように対応しました。

 「保険料控除申告書の設定」画面
 「給与所得者の配偶者特別控除申告書」の項目を削除しました。

 「小規模企業共済等掛金控除」の「個人型又は企業型年金加入者掛金」を「確定拠出年金法に規定する企業型
年金加入者掛金」「確定拠出年金法に規定する個人型年金加入者掛金」に分割しました。

＜従来＞ ＜Ver.18.1＞
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税制改正によるシステムの対応

バージョンアップ前に「個人型又は企業型年金加入者掛金」に入力済みの金額は「確定拠出年
金法に規定する個人型年金加入者掛金」に移行されます。必要に応じて変更してください。

保険料控除申告書

配偶者控除等申告書



●年末調整／一覧入力 配偶者控除等申告書の設定

 「配偶者控除等申告書の設定」画面（新規追加）
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税制改正によるシステムの対応

年末調整計算の結果を自動表示します 「収入金額等(a)」の金額をもとに自動計算します

「収入金額(a)」、「必要経費等(b)」を入力すると自動で計算します。
上書入力が可能です。

「(1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」によって、自動で設定します。

• 「退職所得」の「所得金額(a-b)」は（収入金額－必要経費）×1/2を表示します。
• 「事業所得」「不動産所得」「(1)～(6)以外の所得」の「所得金額(a-b)」はマイナス金額の入力が可能で

す。

区分Ⅰ、区分Ⅱ、配偶者控除の額、配偶者特別控除の額は画面に表示される金額を元に判定します。
年調区分、配偶者区分、税表区分の設定は加味されません。
正しい控除額は、配偶者控除等申告書の印刷物、または源泉徴収簿で確認してください。



●年末調整／一覧入力 配偶者控除等申告書の設定

 「配偶者控除等申告書の設定」画面

・ バージョンアップ前に「一時、長期譲渡所得」「それ以外の所得」に入力していた金額は、合算して配偶者の合計
所得金額の「(1)～(6)以外の所得」に移行されます。必要に応じて上書きしてください。

＜Ver.17.30以前＞ ＜Ver.18.1＞

・「配偶者控除等申告書の設定」画面［確定］時、「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者の合計所得」と「配偶者
の合計所得金額」の「 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」が一致しない場合は次のメッセージが
表示されます。
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税制改正によるシステムの対応

［年末調整計算］では「配偶者の合計所得金額」の「(1)~(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で
はなく、年末調整／一覧入力画面の「配偶者の合計所得」で「配偶者控除の額」「配偶者特別控除の額」を
計算します。「(1)~(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」が確定したら、「はい」をクリックして
「配偶者の合計所得金額」と一致しておくようにしてください。
※配偶者控除等申告書の設定画面を入力途中で［確定］する場合に備えて［いいえ］の選択が用意されています。

合算



●年末調整／一覧入力

 「年末調整／一覧入力」画面のメッセージ変更

・画面を［確定］する際に表示されるメッセージを次のように変更しました。

・画面を［キャンセル］する際に表示されるメッセージを次のように変更しました。
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税制改正によるシステムの対応

計算結果によって配偶者区分を変更する必要が
ある場合は、［年末調整計算］で追加されたメッ
セージが表示されるよう対応します。
※従業員コード・従業員氏名の文字色が青色の
従業員が年末調整計算対象です。

 「家族情報・扶養控除等異動申告書の設定」画面
従業員（給与所得者）の合計所得金額が確定しないと配偶者控除の正しい金額を算出することがで
きないため「家族情報・扶養控除等異動申告書の設定」画面には「控除額」列がありません。
控除額は源泉徴収簿の「配偶者（特別）控除」「扶養・基礎・障害者等控除」欄で確認願います。



●源泉徴収簿

 源泉徴収簿の平成30年様式に対応しました。

［入力画面］

［印刷画面］
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税制改正によるシステムの対応

14

国税庁では「源泉徴収簿」の平成31年様式が用意
されていますが、Ver.18.1では対応していません。

「源泉徴収簿」画面の起動時または［確定］時、計算結果によって対象の従業員の配偶者区分を変更す
る必要がある場合は、［年末調整計算］で追加されたメッセージが表示されます。

※「従たる給与から控除～合計数」の印刷には対応しません

「配偶者・扶養・基礎控除」 → 「扶養・基礎・障害者等控除」欄に変更
「基礎控除」「寡婦（夫）控除」「勤労学生控除」「扶養控除」「障害者控除」の
合計額を表示するように対応

「配偶者特別控除」 → 「配偶者（特別）控除」欄に変更
配偶者控除額または配偶者特別控除額を表示するように対応

「配偶者（特別）控除」「扶養・基礎・障害者等控除」の金額、「源泉控除対
象配偶者欄」の有・無の印刷に対応しました。

「源泉控除対象配偶者」欄は以下の条件で印刷されます。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の
合計所得金額の見積額」で判定

配偶者区分 税表区分 所得 有・無

源泉控除対象 甲欄
配偶者の合計所得が85万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)
が900万円以下

有

上記以外 無



●給与支払報告書（源泉徴収票）

 給与支払報告書（源泉徴収票）

［入力画面］配偶者欄

◎「配偶者」欄の「有」は以下の条件でチェックをつけます。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定

◎「配偶者」欄の「老人」は対象の配偶者が70歳以上のとき、以下の条件でチェックをつけます。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定
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税制改正によるシステムの対応

15

年調区分 配偶者控除 チェック

する
0円超 有

上記以外 無

年調区分 配偶者区分 税表区分 所得 チェック

しない
源泉控除対象 甲欄

配偶者の合計所得が85万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が900万円以下

有

上記以外 無

年調区分 配偶者控除 チェック

する
0円超 有

上記以外 無

年調区分 配偶者区分 所得 チェック

しない
源泉控除対象

配偶者の合計所得が38万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が1,000万円以下

有

上記以外 無

「有無」 → 「有」に変更

「配偶者特別控除額」 → 「配偶者（特別）控除額」に変更
配偶者控除額または配偶者特別控除額を表示するように対応



●給与支払報告書（源泉徴収票）

 給与支払報告書（源泉徴収票）

［入力画面］摘要欄

［入力画面］配偶者合計所得欄

◎「配偶者合計所得」欄は次の条件で、「配偶者の合計所得」を表示します。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定
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税制改正によるシステムの対応
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• 配偶者特別控除対象の配偶者名等の表示を削除しました。
配偶者特別控除対象の配偶者は「（源泉・特別）控除対象配偶者」欄に印刷さ
れます。

• 同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）が、障害者、特別障害者または同居
特別障害者に該当する場合には、同一生計配偶者の氏名及び同一生計配偶
者である旨（同配）を付記します。

「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者合計所得」

年調区分 控除 配偶者の合計所得

する
配偶者控除が0円超または配偶者特別控除が0円超 表示する

上記以外 表示しない

年調区分 配偶者区分 所得 配偶者の合計所得

しない
源泉控除対象

配偶者の合計所得が85万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が900万円以下

表示する

上記以外 表示しない



●給与支払報告書（源泉徴収票）

 給与支払報告書（源泉徴収票）

［印刷画面］平成30年様式に対応しました。
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税制改正によるシステムの対応
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次の項目の印刷に対応しました。
・「（源泉）控除対象配偶者の有無等 有／従有／老人」
・「配偶者（特別）控除の額」
・「摘要」
・「（源泉・特別）控除対象配偶者」
・「配偶者の合計所得」

「（源泉）控除対象配偶者の有無等」の「従有」欄は、次の条件で○を印字します。

「配偶者合計所得」欄は次の条件で「配偶者の合計所得」表示します



● (所)給与所得者の源泉徴収票／退職者用

 （所）給与所得者の源泉徴収票／退職者用

［入力画面］配偶者欄

◎「配偶者」欄の「有」は以下の条件でチェックをつけます。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定

◎「配偶者」欄の「老人」は対象の配偶者が70歳以上のとき、以下の条件でチェックをつけます。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定
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税制改正によるシステムの対応
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配偶者区分 税表区分 所得 チェック

源泉控除対象 甲欄
配偶者の合計所得が85万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が900万円以下

有

上記以外 無

「有無」 → 「有」に変更

「配偶者特別控除額」 → 「配偶者（特別）控除額」に変更

配偶者区分 所得 チェック

源泉控除対象
配偶者の合計所得が38万円以下 かつ
従業員（給与所得者）の合計所得金額(*)が1,000万円以下

有

上記以外 無



● (所)給与所得者の源泉徴収票／退職者用

 （所）給与所得者の源泉徴収票／退職者用

［入力画面］摘要欄

［入力画面］配偶者合計所得欄

◎「配偶者合計所得」欄は次の条件で、「配偶者の合計所得」を表示します。

*「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定
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税制改正によるシステムの対応

19

配偶者区分 所得 配偶者の合計所得

源泉控除対象
配偶者の合計所得が85万円以下、かつ、
従業員(給与所得者)の合計所得金額(*)が900万円以下

表示する

上記以外 表示しない

・同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）が、障害者、特別障害者または同居特
別障害者に該当する場合には、同一生計配偶者の氏名及び同一生計配偶者であ
る旨（同配）を付記します。

「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者合計所得」



● (所)給与所得者の源泉徴収票／退職者用

 （所）給与所得者の源泉徴収票／退職者用

［印刷画面］平成30年様式に対応しました。
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税制改正によるシステムの対応
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次の項目の印刷に対応しました。
・「（源泉）控除対象配偶者の有無等 有／従有／老人」
・「摘要」
・「（源泉・特別）控除対象配偶者」
・「配偶者の合計所得」

「（源泉）控除対象配偶者の有無等」の「従有」欄は、次の条件で○を印字します。

「配偶者合計所得」欄は次の条件で「配偶者の合計所得」表示します



●汎用データ Excel出力・受入

 ［設定］タブ→［汎用データ］→［Excel出力・受入］にフリーデザイン管理表のEXCEL出
力、EXCEL受入機能を追加しました。

– EXCEL出力画面にはフリーデザイン管理表の管理表のうち、任意に作成した管理表のみ表示されます。標準
の管理表（管理表コード「100001」～「100011」）は出力されません。
EXCEL出力したファイル(xls形式またはxlsx形式)をそのまま当システムの別会社に受け入れることができます。

– 基本モードの環境に拡張モードのファイルは受入できません。また、拡張モードの環境に基本モードのファイ
ルは受入できません。

– 受入する管理表の管理表タイプ（支給控除Ａや推移表Ｂなど）が受入先に登録済みの管理表の管理表タイプと
異なる場合は、受入できません。（管理表コードが同一の場合）

– デザイン設定で部門を選択している場合は、個別部門のみ受入が可能です。
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その他システムの変更点

出力したい管理表を選択して
［ファイル出力］で出力できます

受入先が給与応援R4 Liteの場合は、拡張モードのデータは受入できません。

別の会社のフリーデザイン管理表
ファイルを受入できます

出力したEXCELファイルは「シートの保護」設定がさ
れていますので編集できません。保護を解除して編
集しないようにしてください。



●管理帳票 処理人数の表示に対応

 支給控除一覧表 処理人数の表示に対応しました。
≪合計≫の後ろに処理人数を表示します。

 フリーデザイン管理表（支給控除Ａ／支給控除Ｂ） 処理人数の表示・印刷に対応しました。

≪小計≫≪中計≫≪大計≫≪合計≫≪分類計≫の後ろに処理人数を表示します。
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その他システムの変更点

支給控除Ａ 合計明細表 支給控除Ｂ 合計明細表

表示されている従業員が集計対象です。「ゼロ表示」のチェック
ON/OFFで人数集計が変わることがあります。



●その他の対応内容

機能 対応

会社選択

ネットワーク版をご利用の環境で、接続先「スタンドアローン」に持出中の会社データ
をネットワーク環境で起動すると「選択されたデータは、スタンドアローン環境に持ち
出されています。」が表示され、会社選択ができませんでしたが、読み取り専用で起動
ができるよう対応しました。

業務メニュー
［入退社］タブの［（健・厚）所在地等変更届（管轄内）（105）］［（健・厚）所在
地等変更届（管轄外）（110）］を［（健・厚）所在地等変更届］に統一しました。

賃金台帳
賃金台帳（固定型）の印刷に「罫線あり」のチェック項目を追加しました。チェックを付
けると項目ごとに横罫線が印字されます。

楽しい給与 アップロード画面の「ユーザー名」を「ユーザID」に変更しました。

年末調整／一覧入力
「保険料控除申告書の設定」画面で「保険会社等の名称」欄等に入力した文字数によっ
ては、次回画面起動時表示が不正になる問題に対応しました。

年末調整／一覧入力
「保険料控除申告書の設定」画面を［確定］後、「年末調整／一覧入力」画面を［キャ
ンセル］で閉じても、源泉徴収簿や給与支払報告書（源泉徴収票）の年調計算欄が
「済」から「済（変）」に変更されない問題に対応しました。

年末調整／一覧入力
「保険料控除申告書の設定」画面の「確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛
金」欄に不正な金額が表示されないよう対応しました。企業型年金加入者掛金が障害に
より不正な状態になっているときは、会社選択時、処理結果リストが表示されるよう対
応しました。処理結果リストの詳細はこちら

年末調整一覧表／通知書

年末調整計算を行い、源泉徴収簿で全ての従業員の年調計算欄が「済」となっているに
もかかわらず、年末調整一覧表を印刷（プレビュー）しようとすると「印刷範囲に
「（変）」の従業員が含まれています。・・・」のメッセージが表示されてしまう場合
があるという問題に対応しました。
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その他システムの変更点

Ver.18.10a 対応内容



●年末調整のポイント

６．繰越処理

５．各種帳票の作成

４．年末調整計算

３．給与・賞与データ確定、年末調整の情報を入力

２．従業員に各種申告書を配付／回収

１．年末調整の使用方法の選択、年末調整の計算方法の選択 等

給与 R4 システム 平成30年版 Ver.18.1 今回の変更点
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ここからは給与 R4 システム の年末調整の流れに沿ってポイントをご説明いたしま
す。

年末調整の流れ



1-1. 年末調整の使用方法の選択

「通常の年末調整」
給与（賞与）明細の入力内容を源泉徴収簿
に自動で反映したい

賃金台帳の入力内容を源泉徴収簿に自動で
反映したい

「年末調整のみ使用」

給与タブや賞与タブで明細入力をせず、源
泉徴収簿に直接金額を入力したい

給与 R4 システム 平成30年版 Ver.18.1 今回の変更点
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 システムでは、年末調整処理の方法を次の２通り用意しています。
［設定］→［計算条件］の「年末調整の使用方法」の設定により年末調整の処理のしかたが
異なります。お客様に合った使用方法を選択してください。

「年末調整のみ使用」を選択すると、次のように機能が変更されます。
• ［年末調整］タブの［給与・賞与データ確定］がクリックできなくなります。
• ［年末調整／一覧入力］で従業員の［追加］［削除］ができるようになります。
• ［源泉徴収簿］で「給与・手当等」「賞与等」欄の入力ができるようになります。

→ 給与（賞与）明細や賃金台帳で入力した内容は反映されません。
• ［源泉徴収簿］で「月別入力」ができるようになります。
• ［入退社］タブで［（所）給与所得の源泉徴収票／退職者用］がクリックできなくなります。



1-2. 年末調整の計算方法の選択 等

 ［設定］→［締日］の「年末調整の計算方法」で年末調整額の還付方法を選択してください。

– 「給与（12月）で調整」 ：12月の給与明細に還付金も合わせて支給する場合

– 「給与（翌１月）で調整」 ：翌年１月の給与明細に還付金も合わせて支給する場合

– 「現金支給で調整」 ：還付金を現金で支給する場合

– 「賞与（ｎ回目）で調整」 ：賞与明細に還付金も合わせて支給する場合

– 「予備月Ｘで調整」 ：還付金を別の明細書で支給する場合

 ［設定］→［会社基本情報変更］［部門］［役職］［住民税の納付先］で、マスター情報の
変更の有無を確認します。
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1-3. よくある問い合わせ 年末調整の利用方法や計算方法

 ［入退社］タブの［（所）給与所得の源泉徴収票／退職者用］ボタンがグレー表示のため選択できません。

 ［設定］→［計算条件］の年末調整の使用方法が「年末調整のみ使用」になっているからです。「年末調整のみ使
用」に設定している場合、年末調整の元になる実績データは源泉徴収簿から入力することになるため、［給与所得の
源泉徴収票／退職者用］は作成できません。（［入退社］タブの給与所得の源泉徴収票／退職者用では「賃金台帳」
から金額を集計します。）
「年末調整のみ使用」で退職者の源泉徴収票を作成する場合は、［年末調整］→［源泉徴収簿］で該当の従業員を開
き、内容を入力して［確定］します。その後、［年末調整］→［給与支払報告書（源泉徴収票）］を開いて源泉徴収
票を印刷してください。

➢ 平成31年以降、年の途中で非居住者となった人や、死亡退職した人などが対象となる年末調整には対応しておりませんの
でご注意ください。

 法定調書顧問R4のバックアップデータを法定調書顧問R4以外のシステムにリストアしたら源泉徴収簿が書
き換わりました。

 ［設定］→［計算条件］の年末調整の使用方法が「通常の年末調整」のまま、源泉徴収簿を開いたからです。法定調
書顧問R4のデータをリストアしたら、年末調整の使用方法が「年末調整のみ使用」になっていることを確認してから
源泉徴収簿を開いてください。

 翌年1月に支給する給与明細で年末調整額を還付することはできますか。

 ［設定］→［締日］で「給与（翌１月）で調整」を選択してください。年末調整計算後に繰越処理を行うと、翌年
データの１月給与明細に年末調整額が自動で表示されます。
※繰越処理は必ず、年末調整計算後に行ってください。

 年末調整のみの支給明細を作成するにはどうすればよいでしょうか。

 ［設定］→［締日］で「予備月Ｘで調整」を選択してください。［年末調整］→［給与・賞与データ確定］をクリッ
クして、すべての明細を確定（照会モード）にすると、年末調整計算後、予備月で年末調整額のみの支給明細を作成
することができます。
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



1-4. 参考 支払日の特別処理について

 給与 R4 システム では、年末調整対象の1年間の給与（賞与）処理し、これを元に年末調
整を行います。［設定］→［計算条件］の「支払日の特別処理」で選択した期間を年末調整
期間とみなします。
 年末調整は、本年中に支払の確定した給与、すなわち給与の支払を受ける人からみれば収入の確定した給与の総額につい

て行います。この場合の収入の確定する日（収入すべき時期）は、契約又は慣習により支給日が定められている給与につ
いてはその支給日、支給日が定められていない給与についてはその支給を受けた日をいいます。

➢ ［設定］→［計算条件］の支払日の特別処理は、当月支給、翌月支給にかかわらず、「当月日付（通常）」
を選択してください。

➢ 「翌月日付（特別）」は翌月支給だが、12月分の給与については、1月ではなく12月末に支給し、当年2
月から支払った給与を年末調整対象にする場合に選択します。（特別なケースです）
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処理月 1月 2月 ・・・・・・ 11月 12月

締日 1/31 2/28 ・・・・・・ 11/30 12/31

支払日 2/5 3/5 ・・・・・・ 12/5 12/31

処理月 1月 2月 ・・・・・・ 11月 12月

締日 1/20 2/20 ・・・・・・ 11/20 12/20

支払日 1/25 2/25 ・・・・・・ 11/25 12/25

処理月 1月 2月 ・・・・・・ 11月 12月

締日 12/31 1/31 ・・・・・・ 10/31 11/30

支払日 1/10 2/10 ・・・・・・ 11/10 12/10

当月支給

翌月支給



2-1. 扶養・保険料等控除申告書

 従業員に年末調整に関する各種申告書を配付し、回収します。システムでは、「給与所得者
の扶養控除等（異動）申告書」 「給与所得者の保険料控除申告書」 「給与所得者の配偶者
控除等申告書」の印刷に対応しています。

– 住宅借入金等特別控除申告書の印刷には対応していません。従業員本人から手書きしたものを回収し
てください。

1. ［年末調整］タブ→［扶養・保険料等控除申告書］を選択します。

2. 「世帯主名」「続柄」「従たる提出」の入力をします。

3. 「扶養控除等異動申告書の年」を平成「30」または「31」年分に変更して［印刷］します。
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「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」「給与所得者の保険料控除申
告書 」「 給与所得者の配偶者控除等申告書」は［扶養・保険料等控除申

告書］［年末調整／一覧入力］どちらからも印刷できますが、従業員へ配付
する際は、 ［扶養・保険料等控除申告書］から印刷します。

「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」は「扶養控除等異動申告書の
年」の切替により平成30年分（当年分）と平成31年分（翌年分）の印刷をす
ることができます。 「給与所得者の保険料控除申告書 」「 給与所得者の配
偶者控除等申告書」は当年分のみ印刷できます。



2-2. 扶養・保険料等控除申告書

 ［扶養・保険料等控除申告書］の印刷条件設定画面で設定できる内容は次の通りです。
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「コード印字：する」を選択すると、
「部門コード 部門名－従業員コード」が
用紙の左上に印字されます。
申告書を回収したときに用紙の並び替えに
ご利用いただけます。

個人番号を印刷するか、しないか選択します。
・扶養控除等異動申告書
・配偶者控除等申告書
で選択できます。

チェックを付けると表面に申告書、裏面に記
載要領を印刷します。

チェックを付けると、「あなたの氏名」など本人
関係の項目だけが印刷されます。入社時の
申告等、従業員に全ての項目を記載してもら
う場合は、チェックを付けてください。

チェックを付けると、用紙の欄外最下行に

「□マイナンバー（個人番号）については給与
支払者に提供済みのマイナンバー（個人番
号）と相違ない。」の文言を印字します。

提出をする者等の個人番号等を記載した帳
簿を備えており個人番号の印刷をしたくない
場合はチェックし、「個人番号の印刷：印刷し
ない（空白）」を選択してから印刷してください
・扶養控除等異動申告書
・配偶者控除等申告書
で選択できます。



2-3. よくある問い合わせ 扶養・保険料等控除申告書

 「扶養控除等異動申告書」の「配偶者の有無」欄の「有」に○を付けたいのですがどうすればよいでしょう
か？

 ［年末調整］→［年末調整／一覧入力］→［家族情報・扶養］で配偶者の入力をしてください。控除対象外の配偶者
で氏名等が不明な場合は配偶者区分を［上書］にして「対象外（特別なし）」を選択してください。

 「扶養控除等異動申告書」「配偶者控除等申告書」を印刷しようとすると「マイナンバー取扱権限がありま
せん」と表示され印刷できません。

 マイナンバー取扱権限のないユーザーで個人番号を印刷しようとしているためです。「個人番号の印刷：印刷しな
い」を選択して印刷するか、マイナンバー取扱権限のあるユーザーで起動し直してください。

 「配偶者控除等申告書」を配偶者のいる従業員のみで印刷するにはどうすればよいでしょうか。

 「扶養・保険料等控除申告書」画面で項目行クリックにより、項目の並び替えができます。項目列には「在職区分」
「役職」「分類」「年調区分」「税表区分」「配偶者」等があります。
「配偶者」をクリックすると配偶者がいる従業員が上に集まります。項番～配偶者のいずれかを［Shift］キーを押し
ながら選択することで、配偶者のいる従業員のみを選択し、選択範囲で申告書を印刷することができます。
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

①［配偶者］をクリックして並び替えます。

②「配偶者：あり」の従業員の項番～配偶者のいずれかを［Shift］キーを押しながら選択します。

• 複数行をまとめて選択する場合は、［Shift］キーを押しながら行をクリックします。
• １行ずつ行を選択する場合は［Ctrl］キーを押しながら行をクリックします。



2-4. よくある問い合わせ 扶養・保険料等控除申告書

 退職者や乙欄の従業員を除いて印刷することができますか？

 「年調区分」をクリックすると年調しない従業員が下に集まります。項番～配偶者のいずれかを［Shift］キーを押し
ながら選択することで、年調する従業員のみを選択し、選択範囲で申告書を印刷することができます。

 扶養控除等異動申告書の「源泉控除対象配偶者」欄の印字条件を教えてください。

 「源泉控除対象配偶者」欄は次の条件で印刷されます。

※「配偶者控除等申告書の設定」画面のあなたの合計所得金額の「(1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」で判定
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①［年調区分］をクリックして並び替えます。

②「年調区分：しない」以外の従業員の項番～配偶者のいずれかを［Shift］キーを押しながら選択します。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ
配偶者区分 年調計算 所得 印刷の有無

源泉控除対象 空白 配偶者の合計所得が85万円以下 印刷する

配偶者の合計所得が85万円超 印刷しない

済
済(変)

配偶者の合計所得が85万円以下、かつ従業員
(給与所得者) の合計所得（※）が900万円以下

印刷する

上記以外 印刷しない

源泉控除対象外、対象外（特別なし）、空白 空白 － 印刷しない



3-1. 給与・賞与データ確定（通常の年末調整）

 年末調整をする前に、全ての処理月の「給与明細／個別入力（または一覧入力）」「賞与明
細／個別入力（または一覧入力）」を「照会」に変え、入力不可にすることができます。ま
た、必要に応じて、元の状態に戻すこともできます。
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全ての給与（賞与）処理が完了したら、［給与・賞与データ確定］をクリックして、
明細を確定します。給与・賞与データ確定後は、年末調整の計算方法で「給与
（12月）で調整」などを選択した場合の「年末調整」欄だけが変更されます。

最終給与（賞与）を処理する前に、年末調整／一覧入力を先行入力することもできますが、年
末調整／一覧入力後に給与（賞与）処理を行うと、年末調整で変更した扶養親族数を基に源泉
所得税が計算されてしまいます。年末調整で変更前の扶養親族数で所得税を計算したい場合は、
最終給与（賞与）処理を行い、［給与・賞与データ確定］をクリックしてから、年末調整／一
覧入力の処理をするようにしてください。

•12月の給与明細が黄色くなっていて修正できません。

•［年末調整］→［給与・賞与データ確定解除］をクリックしてください。
12月の給与明細の修正ができるようになります。
（上記の「ポイント」に注意してください。）

★よくある問い合わせ★



3-2. 年末調整／一覧入力

 従業員から回収した各種申告書をもとに、［年末調整／一覧入力］を入力します。
「表示」欄で必要な項目をチェックして、画面表示を絞り込むことができます。
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扶養控除等異動申告書の入力をするとき

保険料控除等申告書の入力をするとき

住宅借入金等特別控除申告書の入力をするとき



3-3. 年末調整／一覧入力家族情報・扶養控除等異動申告書

 ［家族情報・扶養］をクリックすると、従業員ごと、扶養控除等異動申告書の内容を入力す
ることができます。

➢ 「家族情報・扶養控除等異動申告書の設定」画面を［確定］すると、配偶者の所得見積額が「年末調整／一覧入力」画面
の「配偶者の合計所得」に自動的に反映します。「年末調整／一覧入力」画面で「配偶者の合計所得」を入力したときも、

「家族情報・扶養控除等異動申告書の設定」画面の配偶者の所得見積額に自動的に反映され、配偶者区分を自動判定
します。
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所得見積額が38万円を超えると扶養親族区分
が（空白）で自動判定されます。

配偶者の障害者区分は、所得見積額が38万円以下の場合の
み選択できます。（「対象外（特別なし）」を除く）

所得見積額の入力によって、配偶者区分
が自動判定されます。

従業員（給与所得者）の合計所得金額が確定しないと配偶者控除の正しい金額を算出すること
ができないため、「控除額」列が削除されています。配偶者、扶養親族の控除額は源泉徴収簿
で確認してください。

同じ金額



3-4. 年末調整／一覧入力 家族情報・扶養控除等異動申告書

配偶者区分は次のように自動判定します。

扶養者区分は次のように自動判定します。

― 所得見積額入力時、配偶者区分や扶養者区分が上書（緑色）項目であるため変更できない場合は、金額によって以
下のようなメッセージが表示されます。必要に応じて配偶者区分を変更してください。
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配偶者区分 内容

源泉控除対象 氏名・生年月日の入力があり、かつ、所得見積額が85万円以下のとき自動判定します。
※ 従業員（給与所得者）の合計所得金額は配偶者区分の判定に含まれません。「年末調整／一覧入力」画面

［確定］時、又は［年末調整計算］時に判定します。

源泉控除対象外 氏名・生年月日の入力があり、かつ、所得見積額が85万円超～123万円以下のとき自動判定
します。

対象外（特別な
し）

氏名・生年月日の入力があり、かつ、所得見積額が123万円超のとき自動判定します。
※ 配偶者が配偶者控除、配偶者特別控除いずれにも該当しない場合は、上書で「対象外（特別なし）」を選択

してください。
※ 配偶者の氏名は不明だが、扶養控除等異動申告書等の配偶者の有無欄に○を付けたい場合も、上書で「対象

外（特別なし）」に変更してください。

扶養者区分 内容

一般／特定／老親等／
老人／(年少)

氏名・生年月日・同居区分の入力があり、かつ、所得見積額が38万円以下のとき年齢
に応じて自動判定します。

（空白） 氏名・生年月日の入力があり、かつ、所得見積額が38万円超のとき自動判定します。

年末調整計算時のメッセージによって配偶者
区分が上書で変更された場合は、左のメッ
セージが表示されても配偶者区分の上書を
解除しないでください。



3-5. 年末調整／一覧入力保険料控除申告書の設定

 ［保険料控除申告書］をクリックすると、従業員ごと、保険料控除申告書の内容を入力する
ことができます。
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保険料控除申告書を印刷する必要がなく、それぞれの
保険料や保険料控除額がわかっている場合は、保険
料控除申告書を設定せず、年末調整／一覧入力画面
で直接金額を上書入力することもできます。



3-6. 年末調整／一覧入力配偶者控除等申告書

 ［配偶者控除等申告書］をクリックすると、従業員ごと、配偶者控除等申告書の内容を入力
することができます。
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Ver.18.1 対応内容

上書入力ができます。必要に応じて変更してください。
• 「事業所得」「不動産所得」「(1)～(6)以外の所得」の「所得
金額（a-b）」はマイナス金額の入力ができます。

• 「退職所得」は（収入金額－必要経費）×1/2を表示します。

あなたの合計所得金額の「給与所得」は年末調整計算をした結
果を表示します。年末調整計算が一度も行われていない（年調計
算欄が空白の）ときは表示されません。

画面表示では年調区分、配偶者区分、税表区分の設定を
加味して控除額が計算されません。正確な控除額は配偶
者控除等申告書の印刷物または、源泉徴収簿を確認してく
ださい。



3-7. 年末調整／一覧入力配偶者控除等申告書

 「配偶者控除等申告書の設定」画面［確定］時、「年末調整／一覧入力」画面の「配偶者の
合計所得」と「配偶者の合計所得金額」の「 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見
積額」が一致しない場合は次のメッセージが表示されます。

［年末調整計算］では「配偶者の合計所得金額」の「(1)~(7)の合計額・本年中の合計所得金
額の見積額」ではなく、年末調整／一覧入力画面の「配偶者の合計所得」で「配偶者控除の
額」「配偶者特別控除の額」を計算します。「(1)~(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見
積額」が確定したら、「はい」をクリックして「配偶者の合計所得」と一致しておくように
してください。
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Ver.18.1 対応内容

同じ金額に
すること

「配偶者の合計所得」が変更された場合は、
配偶者区分が自動判定されます。



3-8. 年末調整／一覧入力

 年末調整／一覧入力画面で［確定］をクリックすると、変更があった従業員の項目を登録し、
年末調整の計算をして入力画面を閉じます。年末調整計算時、計算結果によって配偶者区分
や年調区分を変更する必要がある場合は、次のメッセージが表示されます。

– 従業員コード・従業員氏名の文字色が青色の従業員が年末調整計算の対象です。

– 年末調整の計算が行われると、源泉徴収簿や源泉徴収票の内容が書き換わります。源泉徴収簿／従業員選択画面の
「年調計算」欄が「済」になります。

➢ 従業員の合計所得金額（※）が1,000万円を超え、かつ、配偶者区分
が「源泉控除対象」または「源泉控除対象外」（障害者を除く）
のとき、右のメッセージが表示されます。
「はい」を答えると、配偶者区分を「対象外（特別なし）」に変更
します。

➢ 従業員の合計所得金額（※）が900万円超～1,000万円以下、かつ、
配偶者区分が「源泉控除対象」のとき、または、
従業員の合計所得金額（※）が1,000万円を超え、かつ、配偶者区分
が「源泉控除対象」かつ、障害者のとき、右のメッセージが表示
されます。「はい」を答えると、配偶者区分を「源泉控除対象外」
に変更します。

※ 「配偶者控除等申告書」画面の「あなたの合計所得金額 (1)～(7)の合計額・本年中の合計所得金額の見積額」

➢ 源泉徴収簿の給与・手当等と賞与等の合計額が2000万円超、かつ
年調区分が「する」のとき、右のメッセージが表示されます。
「はい」を答えると、年調区分を「しない」に変更します。
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対象の配偶者区分が上書（緑色）項目のときは変更できません。直接「家族情報・扶養控除等
異動申告書の設定」画面で配偶者区分を変更してください。

Ver.18.1 対応内容



3-9. よくある問い合わせ 年末調整／一覧入力

 給与（賞与）明細作成時に課税支給額として入力した金額の一部を非課税支給額に変更したいです。

 ［年末調整］→［年末調整／一覧入力］の「非課税調整額」欄に非課税分の合計額を入力してください。総支給額
（課税分）から減額して年調計算されます。

 住宅借入金等の「2回目」には何を入力すればよいでしょうか。

 「給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除証明書」または「給与所得者(特定増改築等)住宅借入金等特
別控除申告書」の下部の(参考事項、または証明事項)に２つ以上の居住開始年月日の記載がある場合に「（2回目）」
の入力をします。例えば、新築等で１回目の控除を受けて、更に増改築等で２回目の控除を受けている場合です。

 前職分が2社以上ある場合は、どのように入力すればよいでしょうか。

 合算した金額を［年末調整］→［年末調整／一覧入力］の「前職分」欄に入力します。会社名、住所については必要
に応じて給与支払報告書（源泉徴収票）の摘要欄を上書入力してください。

 退職者を除いて年末調整／一覧入力を入力することはできますか。

 年末調整／一覧入力画面の「年調する従業員のみ表示」にチェックを付けると、「年調区分：する」の従業員列のみ
に絞り込まれます。また、［検索］機能による従業員の絞り込みもできます。

 生命保険料控除、地震保険料控除の端数はどのように計算していますか。

 保険料控除申告書の記載に従い、1円未満の端数がある場合は、その端数を切り上げています。
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



3-10. よくある問い合わせ 年末調整／一覧入力

 年末調整／一覧入力画面に「申告書は11月xx日に提出予定」等、従業員ごとの覚書を入力することはでき
ますか。

 年末調整／一覧入力画面に年末調整時の覚え書を入力する「メモ」欄がありますので、こちらをご利用ください。
「メモ」欄の入力内容は、源泉徴収簿や給与支払報告書（源泉徴収票）には反映されません。

 年末調整／一覧入力画面の入力が完了した従業員を区別できませんか。

 年末調整／一覧入力画面の「処理済」にチェックを付けると、対象の従業員の
列の背景が黄色になり、入力できなくなります。

 年末調整／一覧入力画面で「印刷範囲：全て」で「配偶者控除等申告書」を印刷しましたが、印刷されない
従業員がいます。

 「給与所得者の配偶者控除等申告書」は、「扶養・保険料控除等申告書」画面から印刷する場合と「年末調整／一覧
入力」画面から印刷する場合で、出力される従業員が異なります。

– 扶養・保険料控除等申告書
配偶者の有無によらず、扶養・保険料等控除申告書画面で選択した従業員を全て印刷します。（「印刷範囲：全
て」は全ての従業員を印刷）

– 年末調整／一覧入力
印刷範囲で選択した従業員のうち、配偶者氏名の入力があり、かつ、配偶者区分が空白以外の従業員のみ「配偶者
控除等申告書」を印刷します。
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



3-11. よくある問い合わせ 年末調整／一覧入力

 年末調整／一覧入力画面を［確定］する際に、配偶者区分を変更する旨のメッセージが表示されましたが、
［はい］をクリックしても「配偶者区分の値は、緑色項目なので変更できません」のメッセージが表示され
ます。

 メッセージが表示された場合は、［年末調整／一覧入力］→［家族情報・扶養］を選択し、「家族情報・扶養控除等
異動申告書の設定」画面で、直接配偶者区分を変更してください。配偶者区分を変更して［確定］すると配偶者区分
の上書の解除を促すメッセージが表示される場合がありますが、そのまま［OK］してください。
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Ｑ

Ａ



4-1. 年末調整計算

 年末調整の処理を行った後、年末調整の計算のもとになる金額や扶養親族数等に変更があっ
た場合や、「年末調整の計算方法」を変更した場合は、再度年末調整の処理を行わなければ
なりません。そのときには必ず、［年末調整］→［年末調整計算］をクリックして年末調整
の計算を実行してください。計算し直す対象は全従業員です。

 年末調整計算が正しく行われているかは、源泉徴収簿／従業員選択画面や給与支払報告書／
従業員選択画面の「年調計算」欄で確認することができます。

 ［年末調整計算］は何度でも実行できます。

 特定の従業員の年末調整の計算をやり直す場合は、計算のやり直しが必要な従業員の「源泉徴収簿」画面を表示
して［確定］をクリックします。
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年調計算 説明

空白 年末調整計算が一度も実行されていません。または、Ver.18にデータ変換直
後のためです。給与・賞与データの入力や年末調整データの入力が済んだら、
［年末調整計算］を実行してください。

済 年末調整計算が済んでいます。

済（変） 年末調整の処理を行った後、年末調整の計算のもとになる金額や扶養親族数
等に変更されたことを示します。［年末調整計算］を実行してください。

年末調整計算時、計算結果によって配偶者区分や年
調区分を変更する必要がある場合 年末調整／一覧入
力［確定］時と同じメッセージが表示されます。



4-2. 注意点 年末調整入力により扶養親族数が変更になる場合

 年末調整／一覧入力画面で［確定］をクリックすると、変更された従業員の項目を登録、年
末調整の計算後、入力画面が閉じられます。
• 従業員コード・従業員氏名の文字色が青色の従業員が年末調整計算の対象です。

• 年末調整の計算が行われると、源泉徴収簿や源泉徴収票の内容が書き換わります。源泉徴収簿／従業員選択画面
の「年調計算」欄が「済」になります。

※ 給与（賞与）明細の全ての処理が完了する前に、年末調整／一覧入力を登録することにより、扶養親族数に変更が
あった場合、以後の給与（賞与）明細は、変更後の扶養親族数によって源泉所得税額が計算されます。

※ 12月給与・賞与処理後に年末調整／一覧入力を登録したとしても、再度12月給与・賞与明細を開いてしまうと、変更
後の変更後の扶養親族数によって源泉所得税額が再計算されます。

上記の場合、最終的に年末調整計算により扶養親族数３で年間の所得税が計算されるので問題ありませんが、11月の給与
と12月の給与で源泉所得税額が変わってしまいます。
11月の給与と12月の給与で源泉所得税を一致させた後、年末調整計算を行いたい場合は、年末調整／一覧入力の事前入力
を行わず、次のように処理してください。
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11月給与処理 年末調整／一覧入力12月給与・賞与処理 年末調整計算給与・賞与データ確定

給与（賞与）明細の源泉所得税額を確定

11月給与処理 年末調整／一覧入力 12月給与・賞与処理 年末調整計算

扶養親族数２で
源泉所得税を計算

扶養親族数３で
源泉所得税を計算

入力により扶養親族数３に変更

扶養親族数３で
年末調整

扶養親族数３で
年末調整

11月給与処理 年末調整／一覧入力12月給与・賞与処理

扶養親族数２で
源泉所得税を計算

扶養親族数３で
源泉所得税を計算

入力により扶養親族数３に変更

扶養親族数３で
年末調整

扶養親族数２で
源泉所得税を計算

12月給与・賞与開く 年末調整計算

扶養親族数３で
年末調整



5-1. 各種帳票の作成 源泉徴収簿

 年末調整／一覧入力の入力が完了したら、源泉徴収簿を確認して印刷します。
– 年末調整の使用方法が「通常の年末調整」の場合は、給与（賞与）明細や賃金台帳の入力内容が源泉徴収簿に

反映されていることを確認してください。

– 年末調整の使用方法が「年末調整のみ使用」の場合は、従業員ごと給与（賞与）の「総支給額」「社会保険料
の控除額」「算出税額」を入力します。
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印刷する前に「年調計算」欄が全て「済」になっていることを確認してください。

空白、または「済（変）」の従業員がいる場合は、源泉徴収簿を開いて［確定］
するか［年末調整計算］を実行してください。

項目行クリックで並び替えをすることで、従業員を絞り込む事ができます。
また、［検索］による絞り込みも可能です。

【通常の年末調整】 【年末調整のみ使用】

給与(賞与)明細や賃金台帳
の入力内容を自動反映

給与・手当等、賞与等の内容
を直接入力

源泉徴収簿起動時や［確定］時、計算結果
によって配偶者区分や年調区分を変更す
る必要がある場合年末調整／一覧入力
［確定］時と同じメッセージが表示されます。

国税庁では「源泉徴収簿」の平成31年(2019年)様式が用意されていますが、Ver.18.1では対応
しません。Ver.19.1で対応する予定です。



5-2. よくある問い合わせ 源泉徴収簿

 給与（賞与）明細を入力しましたが、源泉徴収簿に反映されません。

 ［設定］→［計算条件］で年末調整の使用方法が「通常の年末調整」になっていることを確認してください。
また、源泉徴収簿／従業員の選択画面で「年調計算」欄に空白、または「済（変）」の従業員がいる場合は、源泉徴
収簿を開いて［確定］するか［年末調整計算］を実行してください。

 源泉徴収簿に印刷される扶養親族数が家族情報で入力した人数と一致しません。

 賃金台帳や源泉徴収簿の扶養親族数は月額表の「扶養親族等の数」にあたる人数を表しているため一致しないことも
あります。

 賃金台帳の「総支給額」と源泉徴収簿の「総支給額」が一致しません。（通常の年末調整）

 源泉徴収簿の「総支給額」は、支給項目のうち、「非課税」に設定されている分は「総支給額」に含まれません。賃
金台帳の「総支給額」ではなく、「（課税支給計）」と比較してください。

 源泉徴収簿の年調計算「済」マークをクリアすることはできますか。

 ［設定］タブ→［汎用データ］→従業員を［EXCEL出力］し、そのまま［EXCEL受入］を実行してください。

 源泉徴収簿の「済」マークがクリアされます。ただし、年末調整で計算された結果（源泉徴収票の金額や給与明細の
年末調整欄の金額）はそのまま残ります。年末調整時期になったら、必ず、［年末調整計算］を実行してください。
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扶養親族が年少扶養親族（年齢が16歳未満の人）のとき ０人 控除対象扶養親族が障害者（特別障害者を含む）のと
き

２人

本人が障害者（特別障害者を含む）／寡婦（特別の寡婦を含
む）または寡夫／勤労学生のとき該当するごとそれぞれ

１人 扶養親族が年少扶養親族（年齢が16歳未満の人）で同
居特別障害者のとき

２人

扶養親族が年少扶養親族（年齢が16歳未満の人）で障害者（特
別障害者を含む）のとき

１人 控除対象扶養親族が同居特別障害者のとき ３人

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



5-3. よくある問い合わせ 源泉徴収簿

 顧問先から提出をうけた給与明細から非課税分を手作業で除くのが面倒です。（年末調整のみ使用）

 「源泉徴収簿／従業員の選択」画面で「「非課税額」入力あり」にチェックを付けてください。

 処理月選択画面の支払日と源泉徴収簿の日付が一致しません。（年末調整のみ使用）

 はじめて源泉徴収簿画面を開いたときのみ、処理月選択画面の支払日を源泉徴収簿に連動します。支払日の変更が
あった場合は、源泉徴収簿／従業員の選択画面の［日付設定］をクリックすることで、変更後の支払日を源泉徴収簿
の「支給月日」に取り込むことができます。
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「非課税額」入力ありにチェック有

総支給額（非課税分含む）と非課税
額に分けて入力できます。

「非課税額」入力ありにチェック無
課税支給額を総支給額に入力します。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



5-4. 各種帳票の作成 給与支払報告書（源泉徴収票）

 年末調整計算が完了したら、給与支払報告書（源泉徴収票）を印刷します。
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年調計算欄が「済」になって
いることを確認してから印刷し
てください。

退職者を除いて印刷したい場合は、項目名「在職区分」をクリックして従業員を並び替え、
［Shift］キーを押しながら従業員を選択します。
印刷画面では印刷範囲で「選択」をクリックし「選択範囲」で印刷します。

個人番号の印刷可否
を選択します。

A4白紙印刷で印刷する部数を選択します。

A4白紙印刷／専用用紙印刷を選択します。

専用用紙の種類を選択します。



5-5. よくある問い合わせ 給与支払報告書（源泉徴収票）

 給与（賞与）明細を入力しましたが、給与支払報告書（源泉徴収票）に反映されません。

 ［設定］→［計算条件］で年末調整の使用方法が「通常の年末調整」になっていることを確認してください。
給与支払報告書／従業員の選択画面で対象の従業員の「年調計算」欄が空白、または「済（変）」の場合は、源泉徴
収簿を開いて［確定］してから給与支払報告書（源泉徴収票）を確認、印刷してください。

 給与支払報告書（源泉徴収票）の「提出区分：提出する／提出しない」の判定方法を教えてください。

 給与支払報告書／源泉徴収票の住宅借入金等年末残高が印刷されません。印刷するにはどうすればよいで
しょうか。

 印刷条件設定画面で「住宅借入金等年末残高の印字」にチェックを付けて印刷してください。住宅借入金等年末残高
を無条件に印刷します。
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提出区分 判定

提出する 年調区分：年調する • 役員のうち、給与等の金額が150万円を超える
• 従業員（役員以外）で、給与等の金額が500万円を超える

年調区分：年調しない • 税表区分が「甲欄」かつ役員で、給与等の支払金額が50万円を超える
• 税表区分が「甲欄」の従業員（役員以外）で、給与等の支払金額が250

万円を超える
• 税表区分が「甲欄」以外で、給与等の支払金額が50万円を超える

提出しない 上記以外

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

「住宅借入金等年末残高の印字」の初期値はチェックがありません。
チェックが付いていない場合は、国税庁の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」の記
載に従い、年末調整／一覧入力で複数の控除の種類を選択している場合、または、控除の種類で「増：特定
増改築等」「増（特）：特定増改築等」「震：震災被災者」を選択しているときのみ、給与支払報告書（源
泉徴収票）の「住宅借入金等年末残高」を印刷します。

Ｑ

Ａ



5-6. よくある問い合わせ 給与支払報告書（源泉徴収票）

 給与支払報告書／源泉徴収票の（源泉・特別）控除対象配偶者、控除対象扶養親族、16歳未満の扶養親族
の（フリガナ）欄を印刷したいのですが、どうすればよいでしょうか。

 従業員情報の［家族情報］、［年末調整／一覧入力］の［家族情報・扶養］に「氏名カナ」欄にフリガナを入力する
と、給与支払報告書／源泉徴収票の印刷に反映されます。

 給与支払報告書／源泉徴収票の（源泉・特別）控除対象配偶者、控除対象扶養親族、16歳未満の扶養親族
の氏名の横に「区分」欄がありますが、これは何の項目でしょうか。

 （源泉・特別）控除対象配偶者、控除対象扶養親族、16歳未満の扶養親族が非居住者である場合に〇が印字される項
目です。従業員情報の［家族情報］、［年末調整／一覧入力］の［家族情報・扶養］に「非居住者」欄がありますの
で、この項目にチェックを付けると、給与支払報告書／源泉徴収票の印刷に反映されます。

 A4白紙印刷をしていますが、税務署用と受給者用の源泉徴収票のみ印刷され、給与支払報告書が印刷され
ません。

 印刷条件設定画面の印刷部数で「市町村2部（報告書提出先順）」または「市町村1部（報告書提出先順）」を選択し
て印刷してください。

 従業員に配布する源泉徴収票には個人番号を印刷したくありません。

 印刷条件設定画面の印刷部数で「受給者1部（コード順）」または「受給者1部（部門・コード順）」を選択して印刷
してください。
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



5-7. よくある問い合わせ［年末調整］タブ その他の帳票

 年末調整一覧表（A4横型）で従業員ごとの前職分が印刷されません。

 年末調整一覧表（A4横型）では従業員ごとの前職分は印刷できません。年末調整一覧表（A4縦型）をご利用くださ
い。

 年末調整の還付金を現金で支払います。従業員に配付する通知書は印刷できますか。

 ［年末調整］→［年末調整一覧表・通知書］を開き「年調する従業員のみ表示」にチェックを付けます。次に、
［印刷］→「通知書（A4四切用）」を選択し「還付金通知書の印字」にチェックを付けて印刷します。

 給与支払報告書／総括表で特別徴収／普通徴収の人数を集計できますか。

 ［市町村別項目］タブに「（内）特別徴収」「（内）普通徴収」の集計が表示されます。

（東京統一様式の印刷に対応しているため、印刷には反映されません。）
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



5-8. 各種帳票の作成 支払を受ける者～報酬等の支払調書

 ［支払調書］タブでは報酬等の支払調書、不動産の使用料等の支払調書、譲受けの対価の支
払調書、あっせん手数料の支払調書の作成ができます。

– ［支払を受ける者］で支払調書を作成するときの「支払を受ける者」「あっせんした者」に該当する
法人、個人を登録します。その後に支払調書を作成してください。

– 報酬等の支払調書は［報酬等入力］で支払の発生した日ごとに報酬を登録することができます。
［報酬等入力］に登録した内容は［報酬等の支払調書］に自動集計されます。（自動モード）
［報酬等入力］を登録しない支払を受ける者は［報酬等の支払調書］で直接、報酬等の支払調書を作
成することもできます。（分離モード）

 報酬等入力の源泉徴収税額は支払金額を元に算出されますが、支払金額に消費税込みの金額を入力するので、
消費税額を控除して計算することはできますか。

 「支払を受ける者」で対象の支払を受ける者を［変更］で開き、「源泉税の算出方法」欄で「消費税除く」を選択す
ると、以降に作成する報酬等入力では「支払金額－消費税」で源泉徴収税額を自動計算します。（受給者区分「個
人」の場合のみ）
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Ｑ

Ａ

個人は「源泉税の算出方法」を
選択することができます。



5-9. よくある問い合わせ 支払を受ける者～報酬等の支払調書

 支払を受ける者で登録した内容をファイル出力することはできますか。

 支払を受ける者の設定画面に「（同）フリガナ」「郵便番号」「住所」欄があります。［Excel］をクリックすると、
こちらの情報を含めてファイル出力することができます。

 支払を受ける者の人数が100名を超えるので、支払調書作
成時に［支払を受ける者］をクリックして、支払を受ける
者を選択する処理に時間がかかってしまいます。

 報酬等入力や支払調書作成時に、支払者コードを直接入力する
ことで、支払を受ける者を自動設定できます。

 報酬等の支払調書で「分離モード」「自動モード」の切り替えができなくなりました。

 給与 R4システムでは、従来の給与システムの「自動モード／分離モード」切り替えをやめ、支払を受ける者単位で、
自動モード／分離モードの支払調書作成ができるように変更しました。
報酬等の支払調書の［追加］で作成する支払調書は「分離モード」のデータに限ります。［報酬等入力］でデータを
入力している支払を受ける者は「自動モード」で報酬等の支払調書を自動作成しますので、分離モードの支払調書を
追加することはできません。また、自動モードの支払調書を分離モードに変更することはできません。

 支払調書作成後に「支払を受ける者」を変更しましたが、支払調書に反映されません。

 報酬等の支払調書（分離モード）、不動産の使用料等の支払調書、譲受けの対価の支払調書、あっせん手数料の支払
調書作成後に対象の「支払を受ける者」の内容を変更しても作成済みの支払調書には反映されません。
支払調書を直接変更してください。
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支払者コードを直接入力し、
［Enter］をクリックすると支払を

受ける者で設定した内容が自
動転記されます。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



5-10.各種帳票の作成 法定調書合計表

 給与支払報告書／源泉徴収票、各種支払調書、退職所得の源泉徴収票の作成が完了したら、
法定調書合計表を作成します。必要事項を入力して［合計表印刷］から法定調書合計表を印
刷します。
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• 電子申告R4システムで送信する場合は、追加・
訂正・無効の場合も「1 新規」のまま変更する必
要はありません。

• 法定調書合計表を印刷する場合は、1 新規／2 

追加／3 訂正／4 無効から選択します。

• 電子申告R4システムで送信する場合は、必ず
提出媒体を「14 電子」に変更してください。

• 法定調書合計表を印刷する場合で、調書の提出
区分を「 2 追加」「3 訂正」「4 無効」に選択すると
きは、追加／訂正／無効 の提出媒体以外は
「空白」に変更してください。



5-11. よくある問い合わせ 法定調書合計表

 法定調書合計表の「B 源泉徴収票を提出するもの」の対象従業員を調べるにはどうすればよいでしょう
か。

 ［年末調整］→［給与支払報告書（源泉徴収票）］を開き、給与支払報告書／従業員の選択画面で項目名「提出区
分」を2回クリックします。「提出区分：提出する」従業員が上部に集まりますので、内容を確認します。

 従来の給与システムの「給与所得等の支給状況内訳書」の処理ができなくなりました。

 提出を要する国税局が少なくなっていますので機能を削除しました。法定調書合計表で「支払状況内訳書の資料」の
印刷ができます。転記用にご利用ください。

 個人事業主の代表者名が表示されません。

 個人の場合、電子申告の国税仕様では代表者名が不要となっていますので、この仕様に合わせて、法定調書合計表の
印刷でも印刷されないよう対応しています。
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支払状況内訳書の資料を印刷します。

法定調書合計表を印刷します。

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ



6-1. 繰越処理

 年末調整の処理が完了したら、繰越処理を行い平成31年データを作成します。
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データ選択画面で［繰越］を選択します。 確認メッセージが表示されるので［はい］を選択します。
しばらくすると繰越処理画面に戻るので［閉じる］をクリッ
クします。

繰越処理画面が表示されます。繰越をする平成30年データを
選択して［実行］をクリックします。

データ選択画面に平成31年データが表示されます。選択して
処理を開始してください。

1

2

3

4

平成31年データ処理開始後に、平成30年データの給与明細や支払調
書の処理をやり直した等により、平成30年データの内容を平成31年
データに移行したい場合は、データ選択画面で［繰越］を選択し、
［前年データ等の再繰越］を行ってください。



●バージョンアップ後の確認事項 その１
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 データ変換
バージョンアップ後にVer.17.1以降で使用していた会社データを選択すると、データ変換メッセージが表示
されます。Ver.18.1で使用するためにデータ変換が必要です。

データ変換前の会社データは、データ選択画面の状態
欄に が表示されます。

と表示される会社データを選択して［選択］をクリックすると

「この会社データは古いバージョンで作成されており、新しいバージョンに置き換える必要
があります。変換処理を行います。 」のメッセージが表示されます。
［はい］をクリックすると、Ver.18.1で使用できるデータに変換され、 の表示は消えま
す。

共有データの利用時の注意点
• 共有元（または共有先）で使用している共有データをVer.18.1にデータ変換すると、共有先（または共有元）で

は、Ver.18.1にバージョンアップするまで、共有データをダウンロードできなくなります。

• 共有元（会計事務所）、共有先（顧問先）双方で使用しているデータを選択して、 が表示されない状態に
してから、データ共有を開始してください。

Ver.17.1より前のバージョンで使用していたデータや平成30年分より前のデータはVer.18.1で
は使用できません。



●バージョンアップ後の確認事項 その２

 Ver.18.10 → Ver.18.10aにバージョンアップした場合
［年末調整］タブ→［年末調整／一覧入力］→［保険料控除申告書］の「確定拠出年金法に規定する企業型年金加
入者掛金」欄が障害により不正な状態になっているときは以下の処理結果リストが表示されます。
内容を確認して［OK］をクリックしてください。
念のため、従業員ごと「確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金」欄の金額が正しく設定されていること
を確認してください。
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• Ver.17 xx→ Ver.18.10aにバージョンアップした場合、年調合併データの場合、または、［保険料控除申
告書］で障害が発生していない場合は、処理結果リストは表示されません。

• Ver.18.10aのデータはVer.18.10の環境でもバックアップ・リストア、データ共有で利用できますが、
Ver.18.10で使用すると金額が不正になる可能性があります。Ver.18.10aで処理したデータは、Ver.18.10

の環境とやり取りしないようにしてください。

［OK］をクリックすると金額を修正して会社データを起動します。以後メッセージは表示されません。該当する従業員が
いない場合は「（該当従業員なし）」と表示されますが、このときも［OK］をクリックしてください。

［キャンセル］をクリックすると会社データを起動します。次回会社起動時に同じメッセージが表示されます。

小規模企業共済等掛金控除の合計額から判断して、金額
に障害が発生している従業員の一覧です。［OK］をクリッ

クすると「確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者
掛金」欄を「（修正後）」の金額に修正します。

上記以外の従業員で「確定拠出年金法に規定する企業型
年金加入者掛金」欄に金額が設定されている従業員の一
覧です。

「確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金」欄
に誤った金額が入っていることに気づかないまま「保険料
控除申告書の設定」画面を［確定］した場合は、こちらのリ
ストに表示されます。

金額を確認し間違っている場合、または、金額を設定した
にも関わらずリストに表示されない従業員がいる場合は、
「保険料控除申告書の設定」画面で修正してください。

Ver.18.10a 対応内容



●バージョンアップ後の確認事項 その３

 年末調整計算（Ver.17で処理中の平成30年分の会社データ）
［年末調整］タブで、必ず［年末調整計算］を行ってください。
Ver.17で既に［年末調整計算］を実行済みであっても、Ver.18にデータ変換後は必ず、［年末調整］→［年末調整
計算］を行ってください。［年末調整計算］を実行すると、源泉徴収簿／従業員の選択画面で「年調計算」欄に
「済」マークがつきます。

 ［コンバート］ボタンの削除
従来システムから給与R4システムへ移行するための［コンバート］ボタンはVer.18.1では表示されません。
従来システムで使用している平成30年データを給与R4システムへ移行したい場合は、給与R4システム Ver.16とR4

コンバーター Ver.4.1をセットアップ→Ver.16でコンバート→Ver.17でデータ変換→Ver.18.1でデータ変換を行っ
ていただく必要があります。
R4コンバーターはサポートメニューの［お役立ちTools］でダウンロードできます。

 フッターの再設定について
データ変換を行うと、管理帳票等で使用しているフッター設定がクリアされます。管理帳票等でフッター設定をして
いる場合は、フッター設定を見直してください。（ネットワーク環境では1回再設定すれば、全ての環境に反映され
ます。）
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●サプライ用紙のご案内
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●給与支給明細書・封筒

帳票名 型番 入数 標準価格(税抜) 用紙タイプ

■インクジェット・ページプリンター用

①支給明細書
Q33A 300枚 2,500円

専用用紙(A4・2分割)
Q33B 1,000枚 5,000円

②支給明細書
Q34A 300枚 2,000円 白紙(ミシン目入り)

(A4・2分割) カラーQ34B 1,000枚 4,000円

③支給明細書
Q35A 300枚 2,500円 白紙(ミシン目入り)

(A4・3分割) カラーQ35B 1,000枚 5,000円

④支給明細書封筒
Q39A 300枚 4,500円 封筒

Q33／Q34／Q35 用Q39B 1,000枚 12,000円

⑤支給明細書封筒
Q38A 200枚 5,200円 封筒

B5 白紙出力用Q38B 500枚 12,000円

■ インパクトプリンター用

⑥支給明細書
Q31PA 300枚 5,000円 専用紙

(銀行振込タイプ)Q31PB 1,000枚 14,000円

⑦支給明細書
Q32PA 300枚 10,000円 専用紙

(現金中入タイプ)Q32PB 1,000枚 24,000円

カラー マークの用紙は、カラーページプリンターをご利用の場合
カラー印刷が可能です。
インクジェットプリンターで印字する場合は、プリンターの印字領
域をご確認の上お使いください。
印字領域がページプリンターより狭い場合があります。
上記内容は予告なく変更することがあります。

2018年11月現在

●今回の変更点

⑧平成30年分 給与支払報告書／源泉徴収票
A4専用用紙 AC2530S／AC2530
※平成30年分給与支払報告書／源泉徴収票の専用用紙です。

【税務署提出用／受給者交付用】 【市町村提出用２部】

●源泉徴収票・支払調書

帳票名 型番 入数 標準価格(税抜) 用紙タイプ

■インクジェット・ページプリンター用

⑧平成30年分
給与支払報告
書・源泉徴収
票

AC2530S
200枚

(100ｾｯﾄ)
2,600円

専用紙
(A4・2分割・2枚組)

AC2530
1,000枚

(500ｾｯﾄ)
12,000円

⑨給与支払報
告書・源泉徴
収票

Q34A 300枚 2,000円
白紙(ミシン目入り)

(A4・2分割) カラーQ34B 1,000枚 4,000円

⑩支払調書
AC24S 250枚 1,500円 白紙(ミシン目入り)

(A4・4分割)AC24  1,000枚 3,600円


